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1 はじめに 
今日、製品ライフサイクルの短縮化、技術革新
のハイスピード化、顧客要求の多角化が進み、自
社のみでは新製品・新技術を開発するための経営
資源を賄うことが難しくなっている。そこで、提
携を結ぶことで、自社に不足した経営資源を他社
から補完し合い、時間とコストを抑えて開発する
ことが可能となった。 
 製造業の中でも、電機産業と自動車産業では提
携に大きな違いがある。電機産業では、部品に汎
用性があるため、1990 年以降、ファブレスメーカ
ーと EMS 企業による分業が主流となった。分業
体制をとることで優れた企業が選択され、資本関
係を伴わずに提携に至った。自動車産業は、部品
一点から開発が行われるため、擦りあわせによる
意思疎通が重要となる。従って、資産の特殊性が
あるため、制約の管理が難しい。この制約の問題
は、開発におけるセットメーカーと部品メーカー
との間に発生するだけでなく、セットメーカー間
では、経営資源を効率よく配置するためにポート
フォリオ戦略がとられている。 
本研究では、自動車業界のポートフォリオ戦略
の有効性を明らかにするために、戦略的提携に焦
点を当て、戦略的提携で可能となった経営資源の
選択と集中による効果を、付加価値生産性の視点
から検証する。 
―――――――――――――――――――――― 
A Study on Value-added Productivity by 
Strategic Alliances in the Automotive Industry. 
HONDA Eiji(CHUO Univ.) 
2 戦略的提携と付加価値生産性の関連性 
2.1 付加価値 
 本来の“付加価値”の意味は、「企業による事業
の結果として生み出された製品・サービスなどの
価値の中で、それぞれの会社がその活動自体から
生み出し、付け加えた価値」であり、ある価値に
プラスαの価値を加えることを“付加価値”とい
う。ここでは、その付加価値を見える化させるた
め、付加価値額で示す。 
付加価値額の算出法として、日銀方式の加算法
で算出した。 
純付加価値 ＝ 経常利益 + 人件費 + 金融
費用 + 賃貸料 + 租税課金 
 
2.2 戦略的提携と付加価値生産性のロジックモ
デル 
 自社が補完すべきものを外部から調達すること
で、経営資源の所有と利用を明確にし、選択と集
中戦略がとれる。経営資源の選択と集中をするこ
とで、新製品開発に集中戦略をとることが可能と
なる。既存顧客に加え、新たな価値の創造によっ
て新市場を開拓し、販売台数の増加、販売単価の
上昇で売上拡大・利益拡大に結び付く。一方で、
提携先企業から生産委託・OEM 車の生産受注によ
り、設備の稼働率が上昇することで、コスト削減
に繋がり、利益拡大に結びつく。その利益の中か
ら、人材育成の投資・設備投資・研究開発投資な
どに充てられ、新たな新製品開発に集中戦略をと
り、付加価値を拡大させることができる。このロ
ジックモデルを図１に示す。 
 図１ 戦略的提携と付加価値生産性のロジックモ
デル 
 
3 選択と集中による付加価値戦略 
3.1 自動車各社の付加価値生産性 
国内メーカー10 社の中で、ホンダを除く各社は
提携関係がある。ホンダは独自路線を進む一方で、
トヨタ、日産を中心に各メーカーは、資本提携・
業務提携を結んでいる。トヨタはダイハツ・日野
自動車に 50％以上出資し、子会社化としている。
また、富士重工に 16.5％出資し、強い提携関係に
ある。日産は仏ルノーと資本・業務提携を結んで
いる一方で、国内メーカーとは資本関係はなく、
軽自動車や商用車を OEM 調達、OEM 供給する提
携を結んでいる。 
提携関係から国内メーカー10 社を大きく分類
すると３グループになる。①提携に資本を伴うグ
ループ（トヨタ・ダイハツ・日野・いすゞ・富士
重）②提携に資本を伴わないグループ（日産・ス
ズキ・マツダ・三菱・いすゞ）③提携関係のない
グループ（ホンダ）。①提携に資本を伴うグルー
プの付加価値生産性の値が高く、次節でダイハツ
と富士重工の付加価値分析を行う。 
 
3.2 経営資源の補完による高稼働率の確保 
 ダイハツは 1967 年 11 月、トヨタと業務提携を
結び、車両やエンジンを受託生産する一方で、ト
ヨタから完成車を OEM 調達する関係を築いた。そ
の後、90年代に入り、経営が悪化したことで、1994
年 10 月にトヨタ・ダイハツ・日野自動車の 3社間
で商業車事業再編方針に合意して、トヨタから小
型トラックの OEM 調達をすることで更なる関係強
化を図った。その後、1998 年 9月にトヨタの連結
子会社となり、ポートフォリオ戦略の中で、中型
車の開発・生産を中止し、軽・小型車に特化する
ことになった。 
 トヨタの連結子会社になってから、自社ブラン
ド生産以外にトヨタへの委託生産・OEM 供給を、
富士重工業への OEM 供給を行っている。自社製品
の他に提携企業の製品の生産を行うことで、生産
設備を遊ばせることなく稼働させ、固定費を抑え
ることが可能となり、コスト低減に繋がっている。 
連結子会社になった 1999 年度以降のコスト構
造の変化が付加価値生産性に影響を与えているこ
とを、回帰分析を用いて検証する。以下のように、
目的変数、説明変数を設定し、回帰分析を行う。 
 
目的変数 
・付加価値率 ＝ 付加価値額/売上高×100 
説明変数 
・売上高労務費率 ＝ 労務費/売上高×100 
・売上高経費率 ＝ 経費/売上高×100 
・売上高販管費率 ＝ 販売費及び一般管理費/
売上高×100 
・売上高固定費率 ＝ 固定費/売上高×100 
 
表１：年代別回帰分析結果 
 
表１の回帰分析の結果から、トヨタの連結子会
社となった 1999 年以降のコスト構造と付加価値
生産性に関連性があることがわかった。また、1999
年以降よりも 2003 年以降の決定係数の値が大き
切片 3.304252 -7.374 -9.82997
(0.825) (0.086) (0.030)
売上高労務費率 1.193009 -4.714 -5.5111
(0.404) (0.004) * (0.003) *
売上高経費率 -0.73593 -3.551 -4.07129
(0.413) (0.002) * (0.002) *
売上高販売管理費率 0.364336 -3.579 -4.04506
(0.543) (0.004) * (0.006) *
売上高固定費率 0.092086 4.558 5.209005
(0.859) (0.001) * (0.001) *
決定係数
～98年
係数
0.851
2003年～
*は5%水準で有意であることを示す。
()内は両側検定に於けるp値を示す。
説明変数
1999年～
係数 係数
0.133 0.709
くなっており、提携の深まりがみてとれる。次に
図２にダイハツのコスト構造の推移を示す。 
コスト構造の分析を行うと、売上高固定費率が
2004 年から小さくなっている傾向にある。固定費
の内訳を見ると、2003年をピークに売上高労務費
率が減尐傾向。98 年、06 年をピークに売上高経費
率も減尐傾向にある。つまり、売上高固定費率の
低下は、製造原価に直接関わる固定費の売上高に
占める比率で小さくなっていることが原因である
ことがわかる。 
売上高経費率が 2006年以降低減しているが、こ
れは経費に占める主な費用である減価償却費が減
尐しているためである。減価償却費の低減は、す
なわち設備投資額の低減とつながる。2006 年に大
きな設備投資をして以来、設備投資額が減尐して
いる。しかし、設備投資額の減尐に反して、設備
生産性（売上高に占める設備投資額の割合）が増
加している。これは、トヨタグループの選択と集
中により、効率の良い投資が行われたため、生産
性のよい設備が付加価値率を増加させている。よ
って、回帰式の売上高固定費率の係数が正になっ
ていることも説明できる。 
 
 
図 2 ダイハツのコスト構造の推移 
 
近年では、海外での受託生産の伸びが大きく、
07 年度で委託・OEM 生産は、国内：海外＝２：１
であったが、2010 年度には海外生産台数が上回っ
た。そのため、人件費も国内よりも安価なため、
労務費率が低下してきている。また、受託車と OEM
車の生産が 2003年以降、増加しているため、工場
の高い稼働率を保ち、コスト低減、利益拡大に影
響した。2012 年度の付加価値額は、連結子会社化
後の 1999 年度の付加価値額の約 1.5 倍にも及び、
コスト低減から投資に回り、付加価値の高い新製
品を開発できていることがわかる。 
 
3.3 セグメントに対する価値の提供 
富士重工は 2006年 3月からトヨタと業務提携を
結び、年々提携関係が強くなっている。1960 年代
後半から日産と、1990 年代には GMと提携したが、
提携先の業績不振や企業文化の違いから大きな効
果を出せずに提携解消になった歴史がある。世界
で環境や安全規制が厳しくなる中で、国内 4 位以
下の中堅メーカーが単独で事業を行うには限界が
ある。そのため、トヨタグループと提携すること
で、経営資源を得意分野に集中し、弱点を補完す
るかたちをとった。 
2006年 3月からのトヨタグループとの業務提携
により、以下のように方針転換があった。 
・アメリカを最重要市場に位置付け 
・“日本仕様車の海外展開”から“グローバルモデ
ルの海外展開” 
・軽自動車生産の撤退 
・コスト低減（直接部門、間接部門） 
販売台数の拡大 
富士重工の国内市場の販売台数は縮小しているが、
アメリカ、中国での販売台数が伸びており、特にア
メリカ市場での人気が高い。富士重工が得意とする
水平対向エンジンを搭載する排気量 1500cc 以上の
クルマに注力して、海外に活路を見出した。“日本仕
様車の海外展開”から“グローバルモデルの海外
展開”である。新型レガシィでは排気量を 2000cc
から 2500cc に増やし、車体をひと回り大きくした。
前後の座席間隔を 7cm 広げ、座席面から天井まで
の距離を 4cm 拡大し、大柄なアメリカ人でも余裕
をもって乗れるようにした。これは日本のマンショ
ンの立体駐車場に入らない、細道の多い都市では不
便などの日本国内での懸念があったが、世界市場を
重視する上での選択であった。 
販売単価の確保 
 アメリカ市場に次ぐ市場である、日本市場も疎か
にはしていない。衝突回避システム「アイサイト」
の訴求効果で販売台数を伸ばしている他に、車種構
成の変化とコスト削減が収益に結びついている。 
富士重工は単価のより高い車種へ車種変更するこ
とで利益を確保している。一般的に車種が大型にな
るにつれて、1 台あたりの利益率が大きくなる。ト
ヨタグループとの業務提携により、中型車に経営資
源を選択と集中し、小型車・軽自動車の開発・生産
から撤退した。トヨタグループのダイハツから OEM
調達をはじめ、2011年には普通車61％、小型車7％、
軽自動車 32％となった。 
 
図３：富士重工の国内販売車種構成 
コスト低減 
提携後のコスト構造の変化から、間接部門・直接
部門ともにコスト削減の成功がうかがえる。 
 国内市場の縮小を受けて、販売店改革が進められ
た。全国に 46 社ある販売店が、それぞれ経理、在庫
管理、人事、総務といった部門を抱えており、この
間接業務を統括会社に移管することで重複業務の見
直しを行い、効率化を図った。2008 年 4 月に全国を
6 地域に分け、統括会社制を導入した結果、図４の
コスト構造の推移の売上高販管費率減尐に結びつい
ている。 
直接部門においては、ブリッジ生産による原価低
減が進められている。海外販売台数が 76％を占めて
いるが、生産の海外移転は進めずに、日米の工場か
らの輸出のみで補っている。日米にある工場の生産
能力をブリッジ生産（複数の車種を生産できるライ
ンを 2 本以上用意し、その時の需要に応じて集中生
産する車種を変えていく手法）にすることで、大規
模な設備投資を伴わずに操業度を上げることで、
需要の変動に対応している。また、設備投資額が減
尐しているにも関わらず、固定資産回転率が増加傾
向にあり、設備生産性の増加が小さい。ここからも
設備投資に頼らず、既存の設備を効率よく利用して
いることがわかる。 
 
4 おわりに 
戦略的提携を付加価値生産性という指標を用い
て自動車メーカーを評価した。国内自動車メーカ
ーにおいては、業務提携を越えて資本提携も含ん
だ戦略的提携が付加価値生産性を高めている。中
核企業によるポートフォリオ戦略によって、メー
カーごとに得意分野に選択と集中が可能となった。
経営資源を選択と集中することで、ターゲット市
場への新製品開発による売り上げ拡大、OEM・生
産委託による高稼働率でのコスト低減の２パター
ンの付加価値戦略を考察した。 
 トヨタグループでは、資本提携による選択と集
中が成功しているが、提携による効果が小さい場
合、またはマイナスのアウトプットが出た場合に、
提携に資本が絡むと提携解消に時間とコストを有
するというリスクがある。資本提携先の業績が悪
化すると、グループ全体に影響がでるため、中核
企業のポートフォリオ戦略が大変重要な役目を担
うだろう。 
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